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 （１）脱炭素化に向けた県民運動の推進　
   ●新たな視点からの県民の行動変容の促進

　　（新）県内の大学生等若者の視点を生かしたＣＯ２削減に
　 　　 関するアイディア実践コンテスト

　 ●事業者における脱炭素化の機運の醸成

    （新）事業者のゼロカーボンアクション宣言(仮称)による
　　　　脱炭素化の取組拡大、県民会議への加入促進

　 ●市町村が取り組む脱炭素の地域づくりへの支援

    （新）市町村職員を対象としたスキルアップセミナー　　　

 　●食品ロス削減に向けた普及啓発の強化

　  （新）外食時の食べ残しを持ち帰るモデル事業　

 （２）持続可能な資源循環の仕組みづくり　

 　●食品廃棄物や廃プラスチックの資源循環モデルの構築

   ●認定リサイクル製品の利用の促進

　

 

（３）時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進　

  ●白神山地の保全と利用の推進　

　 （新）世界自然遺産登録３０周年を契機に今後の保全や利用　
　　　 について考えるシンポジウムの開催、環境学習プログラ

       ムの造成

  ●奥森吉青少年野外活動センターを拠点とした森吉エリアの　
　  魅力創生　

   （新）有識者、事業者、行政関係者による魅力向上・発信強　
　　　 化を図るための意見交換会　

  ●自然公園利用者の安全性・快適性向上を図る施設改修等　

令和５年度 生活環境部 重点推進施策

 戦略４ 未来創造・地域社会戦略   戦略３ 観光・交流戦略  

【施策の方向性】 

　■ ２０５０年のカーボンニュートラル達成に向けた取組の強化
　■ 豊かな自然環境等の保全と自然公園等を生かした地域の魅力創生
　■ 県民の安全・安心な暮らしのための環境づくり

重  点  戦  略   ○

目指す姿１ 「何度でも訪れたくなるあきた」の創出 目指す姿５ 脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

      カーボンニュートラルへの挑戦選択 ・ 集中
プロジェクト

（新秋田元気創造プラン）
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 基本政策２ 生活環境  基本政策３ 自然環境 

（１）防犯意識の向上と防犯活動の促進　

　●地域で防犯活動に取り組む団体の育成・活動促進

（２）犯罪被害者等への支援　

　●あきた性暴力サポートセンターによる相談対応・支援

（３）「人優先」を基本とした交通安全対策の推進　

　●高齢者の反射材着用の促進や事故防止の注意喚起

（４）総合的な雪対策の推進　

　●地域の除排雪団体の設立・活動の支援、除排雪事故の防止

（５）自立した消費者の育成と消費者被害の防止　

　●各年代に応じた啓発や消費者教育の強化

　 （新）多様な媒体を活用した消費者トラブル防止の啓発

　

（１）食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援　

  ●ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の促進
　●水道施設の耐震化や人材育成・技術継承等の推進の支援

（２）生活衛生関係営業者への支援　

　●生活衛生関係営業者の経営健全化や衛生水準の維持向上

（３）人と動物が共生する地域づくり　

　●「ワンニャピアあきた」を拠点とした犬猫の適正飼養の啓
　　発や適正譲渡の推進

 　（新）クラウドファンディング型ふるさと納税を活用した
　　　 動物愛護団体の活動支援

目指す姿１ 犯罪・事故のない地域の実現

（１）大気、水、土壌等の環境保全対策の推進　

  ●継続的なモニタリング、有害な化学物質による汚染防止　

　●照明器具安定器等に係るＰＣＢ廃棄物の代執行処理　

  ●能代産業廃棄物処理センターに係る環境保全対策の実施　

（２）八郎湖・十和田湖・田沢湖の水質保全対策の推進　

　●八郎湖の湖内浄化や農地排水負荷削減等の対策の強化　

　 （新）西部承水路窪地の底質改善に向けた基礎調査　

　●玉川酸性水の中和処理など田沢湖の水質保全　

（１）生物の多様性の確保と自然公園等の適正な管理　

  ●生物多様性の重要性の理解促進、保全地域での活動の推進　

  ●自然公園施設等の適正な維持管理や美化清掃活動の推進　

（２）野生鳥獣の適正な保護管理と被害対策の推進　

　●ツキノワグマの人里への出没抑制や被害の防止、市町村の　
　　対応力の強化　

　 （新）市町村職員等が出没抑制・被害防止の取組、住民への　
　　　 対策指導に必要な知識や技術を習得する研修　

　●ニホンジカ、イノシシの分布拡大の抑制、カワウなど特定　
　　鳥獣の生息状況等の把握　

目指す姿１ 良好な環境の保全

目指す姿２ 豊かな自然の保全

目指す姿２ 快適で暮らしやすい生活の実現

基  本  政  策   ○（新秋田元気創造プラン）
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安全・安心なまちづくり事業について

県民生活課

１ 目 的

県民や地域の防犯意識を高め、自主防犯活動を促進するとともに、犯罪被害者等に対する支援の充実を図るほか、

除排雪の担い手確保をはじめとした総合的な雪対策に取り組み、県民が安全に安心して暮らすことができる地域社

会の実現を目指す。

２ 概 要

（１）防犯活動推進事業 １８０千円

・情報紙の発行・配布による自主防犯活動団体の支援

・優良活動団体等の表彰

（２）犯罪被害者等支援事業 ７,９８０千円

・犯罪被害者等支援の意識醸成に向けたイベント及びキャンペーンの開催

・市町村等の総合的対応窓口の対応力強化に向けた研修会の開催

・「あきた性暴力被害者サポートセンター」による相談・支援

（３）雪対策推進事業 ４,８８６千円

① 秋田県豪雪地帯対策アクションプログラム推進事業

・第４次秋田県豪雪地帯対策基本計画及びアクションプログラムの策定

・地域の実情に応じた雪対策推進のための連絡協議会の開催
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② 地域除排雪団体等担い手育成事業

・地域の除排雪を行う団体の立ち上げ及び活動等の支援

・団体の設立に要する経費への助成

補助団体数：６団体、補助率：10/10、上限額：100 千円

③ 冬の安全安心民間活力タイアップ事業

・包括連携協定企業との協働等による除排雪事故防止の啓発

・除雪ボランティアの確保に向けた啓発

・雪下ろし業者を他地域へ派遣する仕組みの推進

・住民を対象とした除排雪の安全講習会の開催

３ 予算額

１３,０４６千円（ ３,８０９千円、 １００千円  ９,１３７千円）

〔内訳 需用費 ９２８千円、役務費 ２４０千円、委託料 １０,５０３千円、

負担金補助及び交付金 ６００千円 等〕
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消費生活の安全・安心に関する事業について

県民生活課

１ 目 的

社会情勢の変化により複雑化・多様化する消費者問題に対応するため、県及び市町村の消費生活相談体制の充実を

図るとともに、消費者教育を強化し、県民の消費生活における安全・安心の実現を目指す。

２ 概 要

（１）消費生活安全・安心事業（国補助率 10/10） ２０,０５５千円

ア 消費生活安全・安心事業 １２,１５２千円

① 高齢者の特殊詐欺被害の防止

・広告媒体を活用した高齢者の特殊詐欺被害防止の啓発（テレビＣＭ、バス車内放送）

② 地域における消費者問題解決力の強化

・消費者トラブルに関する啓発講座の開催

・食品表示法の周知・指導（啓発リーフレットの作成、事業者相談・指導等）

③ 消費生活相談体制の強化

・消費生活相談員の研修参加による資質向上

イ 消費生活安全・安心支援事業 ７,９０３千円

・市町村が行う消費生活相談員の配置や研修参加等、消費生活相談体制整備への助成

・対象市町村：６市１町

・補 助 率：１０／１０以内
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（２）消費者行政強化事業（国補助率 1/2） １１,４８６千円

ア 消費者行政強化事業 ７,４５８千円

① 新たな消費者問題に対応した体制の整備

・市町村の消費生活相談員を対象とした研修の開催等

② エシカル消費（人や社会、環境、地域に配慮した消費行動）の推進

・（新）インターネット等を活用したエシカル消費紹介動画、ウェブ広告による普及・啓発

③ 消費者教育の推進

・高齢者向け消費者トラブル防止の啓発（リーフレットの作成）

・中学校、高校、大学等での消費者トラブル防止講座等の県民向け出前講座の実施

・（新）多様な媒体を活用した消費者トラブル防止の啓発（ウェブ広告等）

イ 消費者行政強化支援事業 ４,０２８千円

・市町村が行う消費者教育の推進、食品ロス削減の取組等への助成

・対象市町村：４市１村

・補 助 率：１／２以内

３ 予算額

３１,５４１千円（ ２７,８０２千円、 １,５５０千円、 １０千円、 ２,１７９千円）

〔内訳 報酬 １,６３５千円、報償費 ２７０千円、旅費 １,２８５千円、需用費 ２,０３９千円、

委託料 １３,２６５千円、負担金補助及び交付金 １２,０４８千円 等〕
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大気汚染常時監視網整備事業について

環境管理課

１ 目 的
県内の大気の汚染状況等を常時監視する測定局について、老朽化等により不具合が生じている「一般環境

大気測定局」の測定機を更新するとともに、公害防止協定の締結事業所に設置している「発生源測定局」の
通信回線を変更することにより、大気汚染に対する確実かつ安定的な監視体制を維持する。

２ 概 要

（１）大気汚染常時監視網整備事業 ５,４４６千円
・窒素酸化物自動測定機の更新（本荘局）
・浮遊粒子状物質自動測定機の更新（本荘局、横手局）

（２）テレメータ回線更新事業 ３,１５９千円
・東北電力(株)秋田火力発電所及び能代火力発電所の通信回線をＩＳＤＮ回線から光回線に変更

３ 予算額

８,６０５千円（ ８,６０５千円)

〔内訳 役務費 ２５３千円、委託料 ２,８６６千円、備品購入費 ５,４４６千円 等〕

【参考１】大気汚染物質自動測定機

① 窒素酸化物自動測定機

② 浮遊粒子状物質自動測定機

① ②
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【参考２】大気汚染常時監視体制の概要

【参考３】県の一般環境大気測定局一覧

番号 測定局 市町村
測 定 項 目

二酸化硫黄 二酸化窒素 光化学オキシダント 浮遊粒子状物質 微小粒子状物質 非メタン系炭化水素

1 大 館 大 館 市 ○ ○ ○ ○ ○

2 能代西 能 代 市 ○ ○ ○ ○ ○

3 檜 山 能 代 市 ○ ○ ○

4 船 川 男 鹿 市 ○ ○ ○ ○ ○

5 本 荘 由利本荘市 ○ ○ ○ ○

6 大 曲 大 仙 市 ○ ○ ○

7 横 手 横 手 市 ○ ○ ○

発生源測定局 ３局

回線通信用
モデム装置

秋田市設置分

一般環境大気測定局 ９局

自動車排出ガス測定局 １局

発生源測定局 ２局

一般環境
大気測定局 ７局

監視・警報端末

親 局

美の国あきたネット

・県内大気汚染状況の速報値の

情報提供

中央監視局(県健康環境センター)

データベース
サーバ

収 集
サーバ

子 局自動測定機

東北電力(株)秋田火力発電所 (ISDN 回線)

東北電力(株)能代火力発電所 (ISDN 回線)

日本製紙(株)秋田工場 (光回線更新済)

光回線

子 局
自動測定機

（事業者設置）

そらまめ君

環境省大気汚染物質広域監視

システムウェブサイト

・全国大気汚染状況の情報提供

県のテレメータシステム
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八郎湖「わがみずうみ」創生事業について

八郎湖環境対策室

１ 目 的

「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第３期）」（計画期間：令和元～６年

度）に基づく総合的な水質保全対策を推進することにより、水質の着実な

改善を図る。

２ 概 要

（１）発生源対策事業 ２１２千円

○ 工場・事業場の排水基準検査による監視・指導

（２）湖内浄化対策事業 ２７,６１０千円

○ 西部承水路の水質改善

・東部承水路からの導水による湖水の流動化促進

・高濃度酸素水の供給による底質・水質改善

○ 消波工への水生植物の移植等による植生回復の促進

（３）アオコ対策事業 ８,７５９千円

○ ライブカメラによるアオコの常時監視（馬場目川 外５か所）

○ アオコ遡上防止用シルトフェンスの設置（馬場目川 外６河川）

○ アオコ抑制装置及び自走式アオコロボットによる悪臭被害の防止

（馬踏川）

凡例　　　　　　   ： 継続対策 　 　         　 ： 新規対策                   ： 環境基準点

令和５年度　八郎湖「わがみずうみ」創生事業  位置図

大潟橋

野石橋

 (6) 自然浄化施設による水質改善

湖　心

 (2) 西部承水路水質改善

  その他流域全体での主な対策
     (1) 工場・事業場排水基準検査 
  　(5) 湖沼水質保全計画推進

 (4) 調査研究等推進（窪地調査）

(3)アオコ対策
（フェンス設置、ライブカメラ）

 (3)アオコ対策
（馬踏川アオコ抑制装置）

 (2) 植生回復の促進

  (6) 水田からの濁水流出削減

 (4) 調査研究等推進（ヨシ有効活用）
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（４）調査研究等推進事業 ７,８６１千円

○ （新）西部承水路窪地の底質改善のための基礎調査

○ 刈り取り後のヨシの土壌改良材及びマルチング材としての活用に関する調査

（５）湖沼水質保全計画推進事業 ４,６６２千円

○ 八郎湖水質対策連絡協議会等による市町村・関係機関等との情報共有

○ 環境教育の推進や地域住民等の協働による環境保全活動の推進

（６）農地排水負荷削減対策事業 １５,６７３千円

○ 水田から流出する濁水の削減

・ＧＮＳＳ（グローバルナビ衛星システム）を活用した田植え機による無落水移植栽培の普及啓発

・無落水移植栽培及び無代かき栽培の普及拡大の助成

補 助 額：1,000 円/10a

補助面積：700ha（無落水）、200ha（無代かき）

○ ヨシを活用した自然浄化施設による水質改善

３ 予算額

６４,７７７千円（ ２３,６８８千円、 ４１,０８９千円）

〔内訳 需用費 ８,４０９千円、役務費 １,９７８千円、委託料 ４２,１１２千円、

使用料及び賃借料 １,５８７千円、負担金補助及び交付金 ９,１５０千円 等〕
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ストップ・ザ・温暖化あきた推進事業について

温暖化対策課

１ 目 的

県民や事業者、行政など様々な主体による地球温暖化対策の取組を推進することにより、2050 年カーボンニュート

ラルの実現を図る。

２ 概 要

Ⅰ「第２次温暖化対策推進計画」の推進

（１）地域脱炭素化促進事業 ３,３０１千円

○ 市町村の温暖化対策に係る地域実行計画の策定や取組への支援、県計画の進行管理

・(新)市町村職員を対象としたスキルアップセミナー等の開催

・(新)市町村における再エネ導入促進区域の設定に関する環境配慮基準※の策定

※地球温暖化対策推進法の規定に基づき、県が地域の自然的社会的条件に応じて定めることができる基準であり、
市町村が促進区域を設定する場合は、同基準に基づいて行う必要がある。

・環境審議会温暖化対策部会の開催

Ⅱ 地球温暖化対策の推進体制の拡充

（２）【新】「ストップ・ザ・温暖化あきた県民会議」活性化事業 ７０２千円

○ 事業者等の「ゼロカーボンアクション宣言」（仮称）による取組の拡大と県民会議への加入促進

○ 県民の温暖化防止への機運醸成や事業者を対象としたカーボンオフセットに関するセミナーの開催

「ゼロカーボンアクション宣言」（仮称）

・2050 年カーボンニュートラルの達成に向けた省エネルギー活動等への取組宣言

・宣言事業所等は県ウェブサイトで公表

・取組については、(６)(９)でも促進

- 11 -



Ⅲ 地球温暖化防止に関する普及啓発

（３）地球温暖化対策普及啓発事業 ５,８９６千円

○ YouTube など様々な媒体を活用した県民の温暖化防止意識の醸成に係る普及啓発

○ プロスポーツチームとの連携による普及啓発

・ホームゲームでのカーボンオフセット実践等による集中的なＰＲ

・スマホアプリ「あきエコどんどんプロジェクト」と連携した環境配慮行動の実践促進

○ (新)カーボンオフセットに関する県民理解促進のための普及啓発（啓発用パンフレットの作成）

（４）あきたエコ活促進事業 １３,５５６千円

○ (拡)洋上風力など再エネ導入の拡大や３Ｒの推進等により、環境と経済の好循環を通じて変わる秋田への

理解を深める「あきたエコ＆リサイクルフェスティバル」の開催支援

○ スマホアプリ「あきエコどんどんプロジェクト」の普及による環境配慮行動の促進

（５）我が家の快適化促進事業 ６６４千円

○ 住宅の断熱化や省エネ設備の導入等に関する普及啓発や住宅関連事業者を対象とした講習会の開催

（６）我が社の省エネ促進事業 ８５８千円

○ 中小事業者を対象とした省エネ化等に関するセミナーの開催

（７）食品ロス削減推進事業 ６,３６１千円

○ (新)資源・エネルギーの無駄を削減する、外食時の食べ残しを持ち帰るモデル事業の実施

［実施店舗］

50 店程度

［事業内容］

利用者への注意事項等の啓発やアンケート、持ち帰り容器の制作、効果検証

［スケジュール］

５月：飲食店等説明会、６～９月：持ち帰り容器制作、10～12 月：持ち帰りの試行、

１～２月：アンケート分析・食品ロス削減量等の効果検証
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○ 食品ロス削減に関するイベントの開催（農林水産部の地産地消イベントと連携）

○ 10月の食品ロス削減月間や忘・新年会時期等の機会を捉えた普及啓発の実施

（８）海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業 ６,０９６千円

○ プラスチックごみをはじめとする海岸漂着物等の発生抑制に係る普及啓発や市町村が行う広報への支援

・ごみ拾いＳＮＳ「ピリカ」を活用した自主的なクリーンアップ活動の促進

・親子で学ぶ、海を守る心を育む海洋環境体験学習イベントの実施

・ワンウェイプラスチックの使用削減を図るマイボトル持参運動の普及啓発

・市町村の海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業への助成（補助対象：大潟村 補助率：8/10）

Ⅳ 地球温暖化対策など環境活動を担う人材の育成

（９）地域センター強化事業 １４,９７３千円

○ 地球温暖化防止活動推進センター（地域センター※）の活動の充実・強化

※地球温暖化対策推進法の規定に基づき、「認定ＮＰＯ法 環境あきた県 フォーラム」を指定。

・環境あきた県民塾による地域活動の担い手となる人材の育成

・地球温暖化防止活動推進員等を対象としたスキルアップ研修の実施

・(拡)温暖化防止セミナーや省エネ講座、脱炭素経営セミナーの開催

・学校、住民団体等が主催する講演会・学習会への講師派遣

（10）エコマイスター協議会支援事業 ８１１千円

○ あきたエコマイスター協議会（３地区）の活動を通じた環境保全意識の醸成

（11）環境教育等推進事業 ５,１０４千円

○ 学校への環境教育に係る講師の派遣や資機材の提供等

・SDGs の環境関連ゴールに関する講師の派遣（小学校から大学まで 10 校程度）

・環境教育に関する資機材の提供（小中高、義務教育学校、特別支援学校 10 校程度）

○ 個人や学校、団体の模範的な環境活動に対する環境大賞の表彰
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○ (新)県内の大学生・専門学校生等を対象にしたＣＯ２削減に関するアイディア実践コンテストの実施

Ⅴ 気候変動適応の推進

（12）気候変動適応センター運営事業 ９６７千円

○ 専用ウェブサイトや「あきたエコ＆リサイクルフェスティバル」での情報発信

○ 県民や事業者を対象としたワークショップやセミナーの開催等

３ 予算額

５９,２８９千円 （  ７,５４９千円、 ４７,９４５千円、 ９千円、 ３,７８６千円 ）

〔内訳 需用費 ５,２１３千円、委託料 ３９,９６０千円、負担金補助及び交付金 ６,６１４千円 等〕

［テーマ］

ナッジ理論※を活用するなどして日常生活の様々な場面において効果的に行動変容を促す仕掛けづくりについて自由に設定

※ナッジ：行動科学の知見の活用により「人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法」

（例）並ぶ位置を示す足跡ステッカー

［アイディアの選定］

外部の有識者等によるプレゼン審査で３件程度を選出し、アイディアを実践して効果検証を行い最優秀者を決定

［スケジュール］

６月：参加者募集、９月：アイディア選出、11～１月：実践、２月：最優秀者決定
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能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業について

環境整備課

１ 目 的

令和４年度末をもって産廃特措法に基づく実施計画の計画期間が終了することから、環境省が新たに制定する支

援制度を活用し、国の財政支援を得ながら汚水処理等の環境保全対策を引き続き実施し、地域住民の安全・安心の確

保を図る。

２ 概 要

（１）汚水処理等の維持管理 １４４,９９５千円

・水処理施設の維持管理や揚水設備の修繕等

（２）環境モニタリング ９,６３５千円

・周辺環境や揚水井戸、観測井戸、下水道放流水等の水質調査

（３）その他 １,９１５千円

・環境保全対策部会の運営等

３ 予算額

１５６,５４５千円（ ５１,５９２千円、 １０４,９５３千円）

〔内訳 需用費 ９２,８０８千円、委託料 ５９,３７８千円、備品購入費 １,２９８千円 等〕

- 15 -



【参考】

○産業廃棄物不法投棄等現状回復措置推進費補助金（環境省）

１．事業内容

令和４年度末の産廃特措法失効後も、生活環境保全上の支障又はそのおそれがない状態を継続させるために

対策を行う必要がある事案を対象に、事業完了後に都道府県等が実施する水処理及び水処理の維持管理、モニ

タリングに係る費用の一部を補助する。

２．補助対象

・産廃特措法に基づき、環境大臣の同意を得た事業が対象

・事業完了後も必要な水処理、モニタリング等に対する支援を実施（１／３補助）

３．事業スキーム

・事業形態 間接補助事業 １／３

・補助対象 都道府県等

国
補助金

執行団体 都道府県
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ごみ減量・資源循環促進事業について

環境整備課

１ 目 的

ごみ減量・資源循環モデルを構築し、ごみ処理事業者や市町村等の連携をコーディネートしながら実証試験を実施

するとともに、ごみの減量や有効利用の県内先行事例等を情報発信することにより県民の意識啓発を図り、環境と経

済が好循環する資源循環の仕組みを創出する。

２ 概 要

（１）ごみ減量・資源循環モデル整備・実証事業 ５,１９８千円

・対象とする資源：食品廃棄物及び廃プラスチック

・主な取組内容：①食品廃棄物の広域的なリサイクルに向けた実証試験

②廃プラスチックの全戸一括回収に向けた実証試験

・スケジュール：令和５、６年度 実証試験

令 和 ７ 年 度 本格実施

（２）３Ｒ推進・先行事例普及啓発事業 ４,４５６千円

・廃棄物の減量化やリサイクル製品の開発等に係る人材や県内企業等の取組紹介

新聞紙面掲載（５回）及び WEB、You Tube 等動画による情報発信

３ 予算額

９,６５４千円（ ９,６５４千円）

〔内訳 旅費 ５７０千円、需用費 １００千円、委託料 ８,９８４千円〕
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＜実証試験の取組イメージ＞

【①食品廃棄物】

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

(Ａ市)

バイオマス発電事業者

(Ｃ市)

↓

売電、堆肥資材

リサイクル事業者

(Ｃ市)

↓
再生プラスチック製品

一時保管

(Ａ市内)
一部事務組合

【②廃プラスチック】

食品の売れ残り、

調理くず など

(一般廃棄物)

各家庭

(Ａ市一部)

各家庭

(Ｂ町全戸)

製品ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ廃棄物

(一般廃棄物)

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

(Ｂ市)

＜実証の主なポイント＞

・制限緩和の効果や諸費用の検証

・効率的な収集運搬、処理体制の検証

・リサイクル施設での事業性の検証

＜実証の主なポイント＞

・住民への分かりやすい周知方法や回収ルールの検証

・回収廃プラの組成調査の実施

・効率的な収集運搬、処理体制の検証

・認定取得に向けた回収見込み量等の把握

実証試験では市町村の
越境可能

一般廃棄物は市町村を
越境不可

実証試験では一廃・産廃の
共同処理可能

一般廃棄物と産業廃棄物は
共同処理不可
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生活基盤施設耐震化等交付金事業について

生活衛生課

１ 目 的

市町村が実施する水道施設の耐震化等に要する経費に対し助成するとともに、人材育成や組織力強化のための支

援を行うほか、水道事業が将来にわたって持続的に経営できるよう市町村域を超えた広域連携の推進を図り、水道水

の安全性や安定供給を確保する。

２ 概 要

（１）生活基盤施設耐震化等交付金 １,１００,２７７千円

○ 市町村が実施する事業への交付（１１市町村１９事業）

・水道管路耐震化等推進事業 １０事業(秋田市、横手市、大館市、男鹿市、小坂町、八郎潟町、美郷町)

・水道未普及地域解消事業 ３事業(横手市、大仙市、仙北市)

・緊急時給水拠点確保等事業 ２事業(男鹿市、潟上市)

・水道事業運営基盤強化推進事業 ３事業(横手市、潟上市)

・簡易水道再編推進事業 １事業(東成瀬村)

（２）水道事業フォローアップ事業 ５５５千円

○ 市町村職員を対象とする研修会の開催

・水道事業実務担当職員研修会の開催

・水道技術者技能講習会の開催
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（３）水道事業基盤強化対策事業 ８８４千円

○ 水道事業者の技術水準の確保及び広域連携による基盤強化対策の検討

・浄水技術継承支援システムへの参加による市町村職員の技術向上

・広域連携協議会の開催

３ 予算額

１,１０１,７１６千円（ １,０９７,２００千円、 ３,５１９千円、 ９９７千円）

〔内訳 旅費 ３７９千円、需用費 ９３７千円、負担金補助及び交付金 １,０９６,７５８千円 等〕
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動物にやさしい秋田推進事業について

生活衛生課

１ 目 的

動物愛護センターを拠点に、ボランティアの育成や合同譲渡会等の協働事業を実施するとともに、犬猫の適正飼

養・譲渡や地域猫対策の推進を図ることにより、官民一体で「犬猫の殺処分ゼロ」を目指す。

２ 概 要

（１）「人と動物が共生する社会の形成」推進事業 ８,５４６千円

○ ボランティアの育成

・運営ボランティア募集講習会及び育成講座の開催

○ 犬猫の適正飼養・譲渡の推進

・ボランティア団体等との合同譲渡会の開催（１２回）

・ボランティア団体による幼齢猫の哺乳保育や譲渡の実施

・適正飼養及び譲渡に関する情報発信

○ 地域猫対策の推進

・地域猫の不妊去勢手術の実施

○ 動物愛護センターにおける犬猫飼養管理（会計年度任用職員分）

（２）動物にやさしい秋田ＰＲ事業 １,８５８千円

○ 動物愛護フェスティバル等のイベント開催
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（３）デジタル技術を活用した動物の愛護及び管理推進事業 ２,９３２千円

○ 電子カルテ等飼養管理業務システムの構築

○ 収容犬猫のウェブ配信

（４）【新】クラウドファンディング型ふるさと納税を活用した動物愛護団体支援事業 ６,３６１千円

○ クラウドファンディング型ふるさと納税（※）を活用した県内動物愛護団体の活動への助成

・動物の適正飼養、譲渡等の情報提供、啓発を担う動物愛護団体の活動を応援したい方々に対し、使途を

特定したふるさと納税を募り、当該団体に助成する。

・審査会を開催し支援対象団体を選定

・助成額 ３,０００千円×２団体を想定

※参考：クラウドファンディング型ふるさと納税

・ふるさと納税とクラウドファンディングを組み合わせた仕組み

・ふるさと納税の中でも使途が明確なプロジェクトに対し寄付を募るもの

・プロジェクトには、自治体が認めた個人・団体が行う事業を含む。

・寄付額のうち２,０００円を超える部分が所得税、住民税から控除（ふるさと納税と同じ）

３ 予算額

１９,６９７千円（ ６,６００千円、 ２８千円、 １３,０６９千円）

〔内訳 報酬 ４,５８２千円、需用費 １,０５５千円、役務費 ７２６千円、委託料 ４,３２５千円、

負担金補助及び交付金 ６,０００千円 等〕
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白神山地保全推進事業について

自然保護課

１ 目 的

白神山地の保全と利用に向けた多面的な取組を推進することにより、世界遺産としての価値を未来に引き継いで

いく。

２ 概 要

（１）白神山地環境教育推進事業 ２,２５７千円

○ 白神山地に触れる機会が少ない県央・県南地区の小学生を対象に、白神山地をフィールドとした自然体験

プログラムを実施

・時期：７～９月 秋田市発３回、横手市発１回

・対象：小学４～６年生（各回２０名程度）

（２）白神山地総合ガイド育成事業 １,４９６千円

○ あきた白神認定ガイドに対する更新講習を実施する。

・更新講習の開催（３回）

（３）白神山地世界遺産センター活動協議会負担金等 ２,２０８千円

（４）白神山地エコツーリズム推進事業 ３,３００千円

○ 利用者の増進を図るため、登山情報誌と連携し、白神山地の価値や魅力、エコツーリズム情報を全国に向

けて発信
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・著名人によるエコツアーコース体験

・著名人と白神ガイドによる白神山地の価値・魅力に関するトークショー

・雑誌・ウェブサイトでの情報発信

（５）【新】白神山地世界遺産登録３０周年記念事業 １１,１０６千円

○ 白神山地の世界自然遺産登録３０周年を契機として、自然環境の保全についての啓発やその価値を繋い

でいくための利用に向けた情報発信等を実施

・白神山地世界遺産登録３０周年記念シンポジウムの開催（９月２３～２４日）

・環境学習プログラムの造成

・子ども向け環境学習冊子の作成

３ 予算額

２０,３６７千円（ ３,４００千円、 １４,１０８千円、 ２,８５９千円）

〔内訳 旅費 ２５１千円、需用費 ２６６千円、役務費 ５２千円、委託料 １７,４１１千円、

使用料及び賃借料 ３８７千円、負担金補助及び交付金 ２,０００千円〕
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＜参考＞

県関係部局の主な登録３０周年記念関連事業

【観光文化スポーツ部】

世界遺産を活用した誘客促進事業

・東京都等と連携した世界遺産共同ＰＲや旅行商品の造成

・デジタルプロモーションの実施

・ファムツアーの実施

・世界遺産の観光活用に係る意見交換会の開催

【山本地域振興局】

世界自然遺産・白神山地登録３０周年記念事業

・３０周年記念共同キャンペーン、表彰

・白神山地と縄文遺跡群との連携による誘客促進

・世界自然遺産「屋久島」との兄弟遺産連携交流

【教育庁】

世界遺産魅力アップ事業

・２遺跡で気球搭乗やドローン映像の視聴

・県内の小学６年生に縄文学習資料を配付

・十二所花輪大湯線の移設に係る遺産影響評価等
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自然公園等施設整備事業について

自然保護課

１ 目 的

歩道や吊り橋、避難小屋など施設の整備等を行い、自然公園の環境保全と利用者の安全性・快適性の向上を図

る。

２ 概 要

（１）自然環境整備交付金事業（国 交付率４５／１００） ５０,０００千円
（単位：千円）

（２）十和田八幡平国立公園満喫プロジェクト事業（国 交付率１／２） ６３,５００千円
（単位：千円）

自 然 公 園 名 所 在 地 整 備 概 要 予 算 額

鳥海国定公園 由利本荘市 法体の滝園地吊り橋改修 ４９，５００

事 務 費 ５００

計 （１市１か所） ５０，０００

自 然 公 園 名 所 在 地 整 備 概 要 予 算 額

十和田八幡平国立公園 仙北市 阿弥陀池避難小屋改修 ６３，０００

事 務 費 ５００

計 （１市１か所） ６３，５００
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（３）県単自然公園等施設整備事業 ６１,４９０千円
（単位：千円）

３ 予算額

１７４,９９０千円 （ ２４,３４５千円、 ５４,２５０千円、 ４,２１７千円、 ８０,５００千円、

 １１,６７８千円）

〔内訳 需用費 １,９０２千円、委託料 ５,９３６円、使用料及び賃借料 ５６５千円、

工事請負費 １６４,６５０千円、負担金補助及び交付金 １,４７３千円 等〕

自 然 公 園 名 所 在 地 整 備 概 要 予 算 額

太平山県立自然公園 秋田市 丸舞登山道改修 １１，０００

森吉山県立自然公園 北秋田市

小又峡歩道改修 １６，０００

小又峡北清水桟橋遊覧船船着場移転可能性調査 ３，３００

田沢湖抱返り県立自然公園 仙北市

モヤ森自転車道改修 １１，２００

回顧（みかえり）の滝展望台改修 １０，４００

八森岩館県立自然公園 八峰町 鹿の浦園地防護柵改修 ４，０００

事 務 費 １，３７３

小 計（３市１町６か所） ５７，２７３

山の環境整備県民協働事業（清掃等ボランティア４か所、登山道刈払い３か所） ２，７４４

自然公園美化対策事業（自然公園清掃活動費補助金 ９団体） １，４７３

合 計 ６１，４９０
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自然公園等施設整備事業　位置図

十和田八幡平国立公園
【国】阿弥陀池避難小屋改修
　　（仙北市）

太平山県立自然公園
【県】丸舞登山道改修
　　（秋田市）

田沢湖抱返り県立自然公園
【県】モヤ森自転車道改修
　　（仙北市）

森吉山県立自然公園
【県】小又峡歩道改修
　　（北秋田市）

田沢湖抱返り県立自然公園
【県】回顧（みかえり）の滝展望台改修
　　（仙北市）

森吉山県立自然公園
【県】小又峡北清水桟橋遊覧船
船着場移転可能性調査
　　（北秋田市）

八森岩館県立自然公園
【県】鹿の浦園地防護柵改修
　　（八峰町）

鳥海国定公園
【国】法体の滝園地吊り橋改修
　　（由利本荘市）

【国】：自然公園等整備事業
【県】：県単自然公園等施設整備事業
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森吉山魅力創生事業について（新規）

自然保護課

１ 目 的

森吉山県立自然公園が国立・国定公園の大規模拡張候補地に選定されたことを踏まえ、利活用推進について関係者

との意見交換を積み重ねるとともに、安全対策の強化、施設補修を行い、更なる魅力の向上に繋げていく。

２ 概 要

（１）奥森吉青少年野外活動センターを拠点とした魅力創生・発信 ２０２千円

・アウトドアアクティビティやガイド活動の魅力向上、発信強化について、有識者・事業者・行政関係者によ

る意見交換会を開催

（２）奥森吉青少年野外活動センターの安全対策の強化・機能維持 １１,４６６千円

・緊急時に備えた衛星電話及び発電機の整備、給湯ボイラーの更新

３ 予算額

１１,６６８千円（ ７,５００千円、 ４,１６８千円）

〔内訳 旅費 １００千円、需用費 ９２千円、使用料及び賃借料 １０千円、工事請負費 １０,０７４千円、

備品購入費 １,３９２千円〕
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野生鳥獣被害防止対策事業について

自然保護課

１ 目 的

ニホンジカ、イノシシ等特定鳥獣の調査・捕獲を行うとともに、狩猟者の確保・育成により、対象鳥獣の個体群管

理や農林水産業被害の抑制を図る。

２ 概 要

（１）指定管理鳥獣捕獲対策事業 １６,０４３千円

○ 効果的捕獲促進事業

・ニホンジカの低密度地域における捕獲実証（仙北市）

・イノシシの効果的な捕獲に資するセンサーカメラ設置（県内全域）

○ 指定管理鳥獣捕獲事業

・ニホンジカの捕獲対象地調査及び捕獲事業（大仙市ほか）

・イノシシの捕獲対象地調査及び捕獲事業（湯沢市ほか）

○ 管理対策関連事業

・野生鳥獣保護管理対策検討委員会の開催ほか

（２）第二種特定鳥獣管理事業 ３,１４５千円

○ カワウ管理対策事業

・秋田県カワウ協議会の開催

・県内３流域（米代川、雄物川、子吉川）のねぐら、コロニー調査
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○ ニホンザル管理対策事業

・群れの動向、加害レベルの調査（八峰町ほか）

（３）【新】狩猟技術訓練施設整備事業 ２９,６００千円

○ 鉛散弾飛散防止ネットの補修

・鉛散弾飛散防止ネットの劣化部分の張り替え

○ 鉛散弾回収対策

・鉛散弾飛散防止ネット前のアスファルト舗装部に、散弾の回収率を高める充填・コーティングを施工

（４）【新】猟鳥養殖後継者育成事業 １,４００千円

・キジ、ヤマドリの養殖の後継者を育成するための研修を猟友会に委託

３ 予算額

５０,１８８千円（ １０,３０７千円、 ３９,８８１千円）

〔内訳 報償費 １６０千円、旅費 ４６７千円、需用費 ２,６２５千円、役務費 ８９８千円、

委託料 ２０,９７８千円、使用料及び賃借料 ６０千円、工事請負費 ２５,０００千円〕
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ツキノワグマ被害防止総合対策事業について

自然保護課

１ 目 的

ツキノワグマの捕獲の担い手を確保・育成するとともに、市街地出没など緊急事案に迅速に対応するための体制

整備を行うほか、地域において出没を抑制する取組の指導・普及を担う人材を育成することにより、被害の防止を図

る。

２ 概 要

（１）ツキノワグマ被害対策支援センター運営事業 ３,０７１千円

○ 集落ぐるみの対策強化

・誘引木の伐採等による集落環境の整備

○ ツキノワグマ被害対策支援センターの運営

・各市町村への対策指導体制の充実、出前講座等の実施

（２）普及啓発事業 ２,６５０千円

○ 野生動物生態講座用読本の増刷

○ 野生鳥獣管理事業計画普及啓発用冊子の作成

○ ツキノワグマの注意喚起チラシの作成

○ 狩猟の魅力まるわかりフォーラムの開催
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（３）担い手確保・育成事業 ６,２４９千円

○ 狩猟免許等の取得支援

・狩猟免許の取得や銃（散弾・ライフル）の購入経費に対する補助

○ 若手ハンターの育成研修

・集団捕獲に関する講義、現場実習の実施

○ スラッグ弾実技講習

・大型獣の捕獲に用いるスラッグ弾に関する技術講習会の開催

○ 捕獲技術向上研修

・わなによる捕獲技術の習得、技術向上を目的とした研修の実施

（４）人里への出没対策強化事業 ５,３３５千円

○ 会計年度任用職員の配置

・クマ出没時の迅速な対応のための職員を配置

○ 市街地出没時の体制強化

・安全な指揮連絡体制の整備及び麻酔銃対応の強化

○ （新）出没対策の手法研究および導入

・集落周りにクマを呼び込まない対策手法の確立を目的とした調査研究

（５）【新】市町村職員等クマ対策人材育成研修 １,５８７千円

○ クマ対策人材育成研修会の開催

・市町村職員等がクマの出没抑制・被害防止の取組や住民への対策指導等を行えるよう、知識や技術を

身につけるための各レベルに応じた研修を実施
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３ 予算額

１８,８９２千円 （ １,７６２千円、 ２,５５０千円、 １３千円、 １４,５６７千円）

〔内訳 報酬 ２,２３２千円、旅費 １,１５２千円、需用費 ２,７８９千円、委託料 ５,５１６千円、

使用料及び賃借料 １,０９２千円、負担金補助及び交付金 ４,０４２千円 等〕

＜参考＞

ツキノワグマ被害防止対策に係る農林水産部の取組

農作物鳥獣被害防止対策事業 ・・・・・ 農作物被害防止

・市町村が作成した被害防止計画に基づく市町村協議会等の活動支援など

・市町村との連携による新規鳥獣被害対策実施隊確保研修、各種研修会の実施

秋田県水と緑の森づくり事業 ・・・・・ 出没抑制

・クマ等の野生動物との棲み分けを図るための森林における緩衝帯等整備など
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秋田県一般旅券発給等手数料徴収条例の一部を改正する条例案について

県民生活課

１ 改正理由

旅券法の一部を改正する法律（令和４年法律第 33 号）の施行により、旅券法（昭和 26 年法律第 267 号）

第 20条第２項の規定による未交付失効旅券に係る申請者から手数料を徴収する等の必要がある。

２ 改正内容

 一般旅券の査証欄の増補に係る手数料の徴収に関する規定を削る。（第１条及び第２条関係）

 一般旅券の発給の申請をした者が、一般旅券の発行の日から６月以内に当該一般旅券を受領しなかったことに

より当該一般旅券がその効力を失った場合であって、かつ当該効力を失った日から５年以内に最初に一般旅券の

発給の申請をする場合には、当該者から、当該一般旅券の発給に係る手数料として、１件につき４，０００円を徴

収する。（第２条関係）

 その他所要の規定の整理を行う。

３ 施行期日等

 この条例は、令和５年３月２７日から施行する。

 この条例の施行に関し所要の経過措置を規定する。
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　　　・査証欄：出入国の確認スタンプの押印やビザ発給の際に使用するページ
　　　・増　補：旅券の査証欄を追加する                                            

                                           
○　未交付失効旅券に係る手数料の徴収（１(2)に対応）

    旅券の発行後６か月以内に受領せず、その効力を失った場合で、

　失効後５年以内に再度一般旅券の発給を申請した際の県手数料に
　ついて、未交付失効旅券の発行経費等を勘案し、4,000円を徴収
　（旅券法施行令で規定された標準額）

                                                                                                                                                                                 
                                                                                                      

申
請
①

発
行
②

交
付6か月 5年以内R5.3.27

失効

施行日

【参考】改正の概要　               

○　旅券申請者の利便性向上、事務効率化、信頼性の維持、その他社会情勢の変化に対応した制度見直し

　　　(1)旅券の査証欄の増補の廃止、(2)未交付旅券の発行経費の徴収、(3)旅券の発給申請手続等の電子化

１　旅券法改正の概要

２　秋田県一般旅券発給等手数料徴収条例の一部改正の概要

○　査証欄の増補に係る手数料の削除（１(1)に対応）

    旅券の査証欄の増補が廃止されることから、当該手数料を削除　

（単位：円）

（査証欄の増補の実績）

（手数料の額）

※令和４年12月末日現在

※（　）内は未交付失効旅券に係る手数料

発
行
①

申
請
②

申請者から発行経費を

徴収できない

年 度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度※

件 数 26 24 16 2 2 0 

国 県 合計 国 県 合計

 10年旅券 14,000 2,000 16,000
14,000

(18,000)
  2,000

(  4,000)
16,000

(22,000)

 ５年旅券 9,000 2,000 11,000
  9,000

(13,000)
  2,000

(  4,000)
11,000

(17,000)
 ５年旅券
 (12歳未満)

4,000 2,000 6,000
  4,000

(  8,000)
  2,000

(  4,000)
  6,000

(12,000)

上記以外の一般旅券 4,000 2,000 6,000
  4,000

(  8,000)
  2,000

(  4,000)
  6,000

(12,000)

 査証欄の増補 2,000 500 2,500 ー ー ー

 渡航先の追加 1,300 300 1,600

改正前手数料 改正後手数料

 改正なし

旅券申請種類

 ①で発行した旅券の

 発行経費等を勘案し
 た手数料を徴収

- 38 -



〇　令和５年３月２７日（改正旅券法施行日）から、旅券の切替申請（いわゆる更新手続）に係る電子申請が全国一斉に導入される。

　
○　本県においては、電子申請について当面、県が対応する。
    電子申請に係る旅券の受領は、県庁旅券窓口に申請者本人が来所し行う。
  
〇　権限を移譲している市町村については、令和６年度中を目処に電子申請を導入予定。
　　
  
　　　＜電子申請の基本的な流れ＞
　　　　・スマートフォンからマイナンバーカードを用いて、マイナポータル上で申請
　　　　・申請時の来所は、原則不要
　　　　・交付時は、現行どおり本人の来所が必要

権限移譲市町村
秋田市、男鹿市、潟上市、八郎潟町、
井川町、大潟村を除く県内１９市町村

【参考】旅券の電子申請について　               

申
請

交
付

自宅等

マイナポータル対応
スマートフォン

マイナポータル

旅券発給申請メニュー

顔写真・署名の写真撮影

旅券事務所

旅券発給管理
システム

切替申請は来庁不要

交付

送信

現有旅券の読み取り

申請情報の入力

外務省

交付時 来庁

ログイン
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秋田県立自然公園条例の一部を改正する条例案について

自然保護課

１ 改正理由

自然公園法の一部を改正する法律（令和３年法律第 29号）の施行により自然公園における質の高い自然体験活動
の促進又は利用拠点の質の向上のための協議会の設置及び計画の認定に係る制度を創設するとともに利用のための
規制を強化する等の必要がある。

２ 改正内容

 目的の改正（第１条関係）

目的規定に「生物の多様性の確保に寄与する」を追加する。

 公園計画の決定時における一般の閲覧（第７条関係）

公園計画の決定時にその概要を告示しなければならない旨の現行規定に、一般の閲覧に供しなければならない
旨の規定を追加する。

 公園事業の執行に関する規定の整備（第９条～第９条の６、第 10 条、第 35 条～第 38 条、第 39 条の２関係）

公園事業の執行に関する規定について、条例に規定する（これまでは秋田県立自然公園条例施行規則において
規定）。また、これに伴い、関係する罰則の規定を追加する。

① 申請書記載事項の変更
認可された公園事業の執行における申請書の記載事項を変更しようとするとき、知事の認可を受けなけれ

ばならず、認可を受けずに変更したときの罰則を追加する。

② 軽微な変更
軽微な変更をしたとき、知事に届出をしなければならず、届出をしないとき又は虚偽の届出をしたときの

罰則を追加する。

③ 認可に付された条件への違反
認可を受けた際に付された条件に違反したときの罰則を追加する。
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④ 改善命令
改善命令について規定し、この命令に従わなかったときの罰則を追加する。

⑤ 承継
譲渡等により公園事業を承継しようとする場合、知事の承認を受けたとき公園事業者の地位を承継する。

⑥ 休廃止
公園事業を休廃止しようとするときは、あらかじめ知事に届出をしなければならず、届出をしないとき又

は虚偽の届出をしたときの罰則を追加する。

⑦ 認可の失効
公園事業の認可が失効したとき、知事に届出をしなければならず、届出をしないとき又は虚偽の届出をし

たときの罰則を追加する。

⑧ 現状回復命令等

原状回復命令等について規定し、原状回復命令等に従わなかったときの罰則を追加する。

⑨ 報告徴収及び立入検査

報告徴収及び立入検査について規定し、報告をしないとき、立入させないとき、又は検査させないときの
罰則を追加する。

 「利用拠点整備改善計画制度」の創設（第９条の７～第 10 条関係）

市町村や旅館事業者等からなる協議会が魅力的な滞在環境を整備する「利用拠点整備改善計画」を作成し、知事
の認定を受けた場合、計画に記載された事業の実施に必要な許認可を不要とする。

 特別地域内の行為規制の追加・罰則の引き上げ（第 15条、第 35条関係）

① 行為規制の追加

知事の許可を要する行為として、知事が指定する区域内における次の行為を追加する。

ア 木竹を損傷すること。

イ 知事が指定する区域が本来の生育地ではない植物で、知事が指定するものを植栽し、又は種子をまくこと。

ウ 知事が指定する区域が本来の生息地ではない動物で、知事が指定するものを放つこと。
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② 罰則の引上げ

特別地域の行為規制に違反した場合の罰則を「１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金」に引き上げる。

 自然公園の利用に関する規制の追加（第 21 条関係）

野生動物の生態に影響を及ぼし、公園利用に支障を及ぼすおそれのある行為を規制する。

 生態系維持回復事業制度の創設（第 21 条の２～第 21 条の５関係）

自然公園内の生態系の維持又は回復を図る必要があるときは、県は生態系維持回復事業計画に従って生態系維
持回復事業を行うこととするとともに、県以外の者は知事の確認又は認定を受けて生態系維持回復事業を行うこ
とができることとし、当該事業にかかる行為については、許可等を不要とする。

 「自然体験活動促進計画制度」の創設（第 21 条の６～第 21 条の 10関係）

市町村やガイド事業者等からなる協議会が地域の魅力を活かした自然体験活動を促進する「自然体験活動促進
計画」を作成し、知事の認定を受けた場合、計画に記載された事業の実施に必要な許可を不要とする。

 県立自然公園の保全管理の充実（第 29 条、第 34 条の２関係）

① 公園管理団体の業務の見直し

公園管理団体の指定にあたり、利用者への助言指導や調査研究等の実施能力を必須としないこととする。

② プロモーションの促進

県立自然公園の利用者数の増加のため、県は、県立自然公園の利用の増進に関する情報提供・普及宣伝を
行うよう努める。

３ 施行期日等

 この条例は、令和５年６月１日から施行する。

 この条例の施行に関し所要の経過措置を規定する。
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秋田県自然環境保全条例の一部を改正する条例案について

自然保護課

１ 改正理由

近年における自然環境を取り巻く状況の変化に鑑み、自然環境保全地域における生態系の維持又は回復を図るた

めの制度を設ける等の必要がある。

２ 改正内容

 目的の改正（第１条関係）

目的規定に「生物の多様性の確保」を追加する。

 特別地域内の行為規制の追加（第 15 条関係）

自然環境保全地域の特別地区において知事の許可を要する行為として、知事が指定する区域内における次の行

為を追加する。

① 木竹を損傷すること。

② 知事が指定する区域が本来の生育地ではない植物で、知事が指定するものを植栽し、又は種子をまくこと。

③ 知事が指定する区域が本来の生息地ではない動物で、知事が指定するものを放つこと。

 生態系維持回復事業制度の創設（第 15 条～第 17 条、第 19 条の２～第 19条の４関係）

自然環境保全地域の生態系の維持又は回復を図る必要があるときは、県は生態系維持回復事業計画に従って生

態系維持回復事業を行うこととするとともに、県以外の者は知事の確認又は認定を受けて生態系維持回復事業を

行うことができることとし、当該事業にかかる行為の許可等を不要とする。
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 罰則の見直し（第 41条～第 44条関係）

秋田県自然環境保全条例における罰金の額について、自然環境保全法の規定と同額まで引き上げる。

 その他所要の規定の整備を行う。

３ 施行期日等

 この条例は、令和５年６月１日から施行する。

 この条例の施行に関し所要の経過措置を規定する。
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　法改正の趣旨

秋田県立自然公園条例の一部改正及び秋田県自然環境保全条例の一部改正のポイント

○自然や健康への関心の高まる中、自然公園が多くの人々をひきつける観光地などとして、地域社会にとって重要な資源となっている。
○重要な資源としての価値を活かすためには、魅力的な自然体験アクティビティの提供や旅館街等の上質な街並みづくり、認知度の向上が
  必要である。
○シカの食害や動植物の侵入等による生態系への被害がみられる。
○廃屋等により公園の風致景観を損なう事例がみられる。

市町村や関係事業者等の地域の主体的な取組を促す仕組みの創設等による利用面での施策の強化
　【利用①～③】

生物の多様性の確保のための施策の充実等
　【保護①～③】

保護と利用の好循環

 

自然公園法の一部を改正する法律（令和３年法律第２９号）の施行により自然公園における質の高い自然体験活動の促進又は利用拠点の
質の向上のための協議会の設置及び計画の認定に係る制度を創設するとともに利用のための規制を強化する等の必要がある。　　　　　
（秋田県立自然公園条例の一部改正）　　　　

近年における自然環境を取り巻く状況の変化に鑑み自然環境保全地域における生態系の維持又は回復を図るための制度を設ける等の必要
がある。（秋田県自然環境保全条例の一部改正）

　改正理由
自然保護課
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地域の多様な関係者の積極的・主体的な取組を促すための市町村やガイド事業者等からなる協議会の設置及び自然体験活動促進
計画の作成 

知事の認定を受けた自然体験活動促進計画において記載された事業の実施に必要な特別地域の許可等を不要とする特例による手

続の簡素化 

   地域関係者が一体となって行う、魅力的な自然体験アクティビティの開発･提供、ルール化などを進め、自然公園の楽しみ方

　  を提供。 

　① 質の高い自然体験活動の促進を目的とした自然体験活動促進計画制度の創設 
（改正自然公園条例第21条の６から第21条の10まで、令和３年改正法相当）

地域の多様な関係者の積極的・主体的な取組を促すための市町村や旅館事業者等からなる協議会の設置及び利用拠点整備改善計
画の作成 

知事の認定を受けた利用拠点整備改善計画において記載された事業の実施に必要な許認可等を不要とする特例による手続の簡素
化 

　 地域関係者が一体となって行う、廃屋撤去や拠点の機能の充実、景観デザインの統一など、自然と調和した街並みづくりを促進  

    し、魅力的な環境を整備。 

　② 利用拠点の質の向上のための整備改善を目的とした利用拠点整備改善計画制度を創設 

（改正自然公園条例第９条の７から第10条まで、令和３年改正法相当）

 
野生動物にエサを与えることその他の野生動物に著しく接近し、又は付きまとう行為を規制

　　自然公園への野生動物の出没による人や所有物への被害や被害防止のための公園施設の閉鎖など公園利用上の支障の防止。

（改正自然公園条例第21条、令和３年改正法相当）

　③ 自然公園の保全管理の充実 

利　用
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生態系維持回復事業の適正かつ効果的な実施に向けた生態系維持回復事業計画の作成 

知事の確認等を受けた生態系維持回復事業計画において記載された事業の実施に必要な特別地域の許可等を不要と
する特例による手続の簡素化

 生態系本来の姿への早期回復。

公園事業の執行に関する規定を条例に規定（現在は自然公園条例施行規則に規定）
（改正自然公園条例第９条から第９条の６まで及び第10条、平成21年改正法相当）

代執行の規定及び改善命令、原状回復命令等への違反における罰則を規定
（改正自然公園条例第９条の６及び第35条から第39条まで、平成21年改正法相当）

　  公園事業に対する監督機能の強化、公園事業の適切な執行を推進。

　③ 公園事業の執行に関する規定の整備 

（改正自然公園条例第21条の２から第21条の５まで、改正環境保全条例　
　第19条の２から第19条の４まで及び第33条、平成21年改正法相当）

　① 生態系の維持又は回復を図ることを目的とした生態系維持回復事業制度の創設

生態系に被害を及ぼす動植物の放出や木竹の損傷について規制を追加
　　　　　　　　　　（改正自然公園条例第15条、改正環境保全条例第15条、平成21年改正法相当）

規制の実効性確保のための罰則の引き上げ　　 　　　　　  　 （改正自然公園条例第35条、令和3年改正法相当）

　 生態系への被害を未然に防止。

　② 特別地域（特別地区）における規制行為の追加及び罰則の引き上げ

 
○ その他　　所要の規定の整備　　　　　　　○ 施行期日　令和５年６月１日

○ 経過措置　所要の経過措置を規定

　その他

自
然
環
境
保
全
条
例
の
改
正
内
容
と
共
通
事
項 

保　護
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